












































































































































































（ 3）　大判明治29年 3 月27日（民録 2 輯 3 巻111頁）や大判昭和13年 6 月28日判決（法律新聞
4301号12頁）等参照。戦前においても、土地所有者が地下水を自由に使用できるが、土地所
有者間で形式的平等性をもって使用せねばならないとの考え方が根付いてきていた。小川竹
一「土地所有権と地下水利用権」島法47巻 3 号（2003年） 9 ─12頁参照。
（ 4 ）　小川・前掲注（ 3）21頁。なお、地下水に関する学説・判例等の詳細について、小川・










































（ 9）　小川・前掲注（ 3）23─25頁参照。もっとも平成26年 7 月 1 日に、「水循環」に係る基本
法、「水循環法」が施行された。土井真太「健全な水循環の維持・回復のための施策を包括
的に推進　水循環法の制定」時法1964号（2014年）42頁以下、三好規正「水循環基本法」法
教411号（2014年）64頁以下、同「水循環基本法の成立と水管理法の課題（ 1）（ 2）（ 3・










































ール（2015年 1 月19日、 2 月 3 日）でお答えいただいた情報による。また本件条例施行後、
例外許可例は 1件もなかったということである。
（13）　http://www.city.hadano.kanagawa.jp/hozen/hadanomeisui/meisuirikatuyou.html（平成











































































































































































































　秦野市行政手続に関する条例（秦野手続条例） 8 条 2 項によると、職員は、申
請者が役所に事前相談に訪れた場合、申請者の求めに応じて必要な情報の提供に






























































井戸設置に係る情報提供を期待していたと考えられるし、前記 4 （ 2）①から
して行政側としても親切・丁寧に対応する努力義務があったといえよう。また本
件では、前記 4 （ 2）③で述べたように、例外許可をするか否かの判断にあた
って、規則二要件のほかに具体的基準が定められておらず、むしろ個別具体的に
申請に係る事情等を踏まえて判断されるという法的仕組みとなっていた。こうい
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求がなくとも















































ったといわざるをえず（前記 4 （ 2）より）、またその義務違反が注意義務違反と






























 （2015年 3 月23日脱稿）
